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1 は じ め に

結婚における配偶者選択は男女の社会経済的な階層の結合ないし移動を意味している。そ

のため, 結婚した男女の組み合わせのパターンに学歴や所得などの社会経済的な属性に関し

て同質的な者同士が結婚しているといった傾向があるのか, 反対に社会経済的な要素が異な

る者同士が結婚しているのか, あるいは社会経済的な属性の構成比率に従ってランダムな組

み合わせの傾向にあるのかによって社会経済的な階層の分化が進む程度に大きな影響を与え

ることが推測される。このことから配偶者選択問題は経済学や社会学などの社会科学におい

ては極めて重要な研究テーマである。
1),2)

結婚における男女の組み合わせのパターンを考察する

にあたり, わが国の結婚の形態を見てみると, 国立社会保障・人口問題研究所 (2017) が示

すように半世紀余りの間に家柄の釣り合い等に基づく見合い結婚が急激に減少する一方, 恋

愛結婚が大半を占めるようになっている。実際, 最新の2015年時点での調査結果によると見

合い結婚は全体のうち5.3％, 恋愛結婚は87.9％となっている。また, 近年のさまざまなソー
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結婚における配偶者選択問題は社会経済的な階層の結合ないし移動を意味するこ

とから経済学や社会学などの社会科学において極めて重要なテーマである。本論文

は配偶者選択に至るきっかけとなる学校, 職場, 友人の紹介などのさまざまな出会

い方が女性の配偶者選択にどのような機能を持っているのかについて実証的に検証

した。具体的には, 学歴, 就業形態という 2つの視点から同類婚を促進または抑制

する効果を持っているのかについて, 出生動向基本調査の個票データを用いて推計

を行った。その結果, 学校での出会いと友人・兄弟からの紹介が有意に学歴同類婚

を促進していた。また, 正規就業同士あるいは非正規就業同士の男女が結婚する傾

向が明らかになった。これらのことを踏まえると, 日本では, 学歴同類婚はやや縮

小傾向にあるとはいうものの, さまざまな出会い方や出会いの場を通じて就業形態

というかたちを変えた同類婚が根強く存続していると言える。

キーワード 配偶者選択, 階層の結合および移動, 同類婚, 出会いの機会,

結婚市場



シャル・ネットワーク・システムの急速な発達によって日常生活で接することのない者同士

でもインターネット空間を通じてコミュニケーションを行い, 知り合うことが出来るツール

が増えてきている。それに伴い男女の出会いの機会の多様性の幅はさらに広がり, 潜在的な

配偶者と出会える空間的, 距離的な制約も限定的になりつつあるように思われる。このよう

な時代の変化を踏まえると, 男女の自由意志に基づく恋愛結婚の方が社会階層的な属性に縛

られない多様な配偶者選択が促進されるように想起されるが, はたして結婚する男女の組み

合わせのパターンの実態はどうなっているのであろうか。

このような配偶者選択に至るきっかけとなる学校, 職場, 友人の紹介などのさまざまな出

会い方や出会いの場 (以下, 出会いの機会という)
3)
に着目し, それらの趨勢的な変化が未婚

化の進展や同類婚を促進しているか否かなどの結婚行動に与える影響について検証した研究

が国内外で蓄積されている (Kalmijn 1991a, 1991b, 1998 ; Kalmijn and Flap 2001 ; 岩澤・三田

2005；加藤 2011；岩澤 2013；国立社会保障・人口問題研究所 2017 など)。それらによる

と, 海外では, 配偶者選択における出会いの機会が親同士の紹介や社会階層によって空間的

に住み分けられたコミュニティー内での出会いといった男女の出自の社会階層に影響を直接

的に受けたものから本人が到達達成している学校などにシフトすることを通じて学歴同類婚

の傾向が高まっているとしている。国内の研究でも, 見合い結婚や上司による紹介といった

比較的社会階層が釣り合ったマッチングを提供する出会いの機会としての見合い結婚や職縁

結婚が減退しているとともに (岩澤 2013),
4)
学校を通じた学歴同類婚についてはやや縮小傾

向にある (三輪 2007；岩澤 2013) としている一方で, 友人兄弟からの紹介が増加するなど

出会いの機会がよりパーソナルなネットワークに移行していることに言及している (岩澤・

三田 2005；岩澤 2010, 2013；国立社会保障・人口問題研究所 2017 など)。

本論文においても配偶者選択に至るきっかけとなる学校, 職場, 友人の紹介などのさまざ

まな出会いの機会に着目する。従来の同類婚研究では, 民族・人種, 宗教, 社会経済的要素

の 3つの視点から同類婚の趨勢を検証するものが主流である。しかしながら, 日本の場合は

欧米諸国と比較してそれほど多民族国家ではないこと, また宗教によってコミュニティーが

分断されているような状況にはない一方で, 男女が結婚し生活を営む過程で得る効用を最大

化するうえでの源泉となる所得や社会的地位は結婚相手に求める要素として非常に重要で
5)
あ

ることから, 社会経済的要素の視点に絞って, それらの出会いが女性の配偶者選択にどのよ

うな機能を持っているのかについてわが国最大規模で夫婦それぞれの個人属性や出会いの機

会などの詳細な情報を入手できる出生動向基本調査の個票データを用いて 2つの視点から実

証的に検証することを目的とする。

1つ目の視点としては, 世界的に学歴同類婚が共通して見られることから各種の出会いの

機会が学歴に関する同類婚の発生確率に与える効果を検証する。併せて, 上方婚, 下方婚の
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発生確率に与える効果についても検証する。 2つ目の視点としては, 同類婚等に対する就業

形態の効果についての検証である。従来からわが国では正規就業と非正規就業との間の移動

障壁が非常に強い二重労働市場が根強く残り, かつ近年の経済情勢に起因して若年者層にお

いて非正規就業割合が増加している。また, 従来の国内の研究では同類婚の傾向については

学歴に着目するものが大半を占めており, 就業形態に着目した研究は橘木・迫田 (2013) を

除いて見られない。
6)
そこで, 本論文では就業形態別の効果を取り上げる。これらの検証を通

して, 結婚市場としての各種の出会いの機会が持つ階層結合あるいは移動に関するマッチン

グ機能を明らかにする。

本論文の構成は以下のとおりである。 2節では, 先行研究のレビューを行う。 3節では使

用するデータ, 検証すべき仮説と推計モデルを説明する。 4節では, 推計結果の提示および

考察を行う。 5節では, 本論文のまとめと今後の課題について述べる。

2 先行研究のレビュー

2. 1 配偶者選択における出会いの機会の果たす機能に関する研究

配偶者選択が起こる場を結婚市場と捉えるうえで, 一定の広がりをもった地域を結婚市場

の一つの単位として, そのなかに存在するさまざまなグループの人口構成比に着目した研究

(Blau and Schwartz 1984 ; Lieberson and Waters 1988 など) もあるが, 学校や職場といった

より狭い範囲の機関が配偶者選択に果たす機能について着目した研究がある (Kalmijn 1998

など)。それらによると, 出会いの機会によっては, 学校のように, 年齢のほか, 学歴, 所

得, 社会的地位などの社会経済的な属性がより似通った男女の配偶者選択を促進する機能を

持つものと, 教会などの宗教施設やその周辺で形成されるコミュニティーのように同じ宗教

や思想信条を共有する民族, あるいは人種を同じくするパターンの配偶者選択を促す出会い

の機会があるとの結果を得ている。さらには前述のように近年, 海外では, 数十人の男女が

数分間ずつ１対１で会話をしたあとに各々がデートの申込をするという出会いの機会を提供

するスピードデーティングやインターネットを通じてお互いのプロフィールを紹介し合う出

会いの機会を提供するオンラインデーティングにおける男女のマッチングについて検証した

研究も現れているが, そのような出会いの機会であっても, 学歴などの社会経済的な属性の

みならず身長, 体重といった身体的な特徴が似通ったマッチングが行われる傾向にあるとし

ている (Kurzban and Weeden 2005 ; Fisman et al. 2006 ; Todd et al. 2007 など)。国内では,

具体的な出会いの機会と男女の社会経済的な属性のソーティングとの関係を見るというより

も, むしろ, 見合いや上司あるいは友人の紹介といった結婚した男女の出会いの方の趨勢と

未婚化との関係に着目した研究が行われている (岩澤・三田 2005；岩澤 2010, 2013)。そ

のことから, 国内においても, さまざまな出会いの機会が結婚行動を介して, どのような男
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女の組み合わせのパターンをもたらすか, つまりさまざまな出会いの機会の配偶者選択に果

たす機能に関する研究の蓄積が必要である。

2. 2 同類婚の発生要因に関する研究

同類婚の発生要因としては従来から, 配偶者選択における選好と出会いの機会の制約とい

う 2 つの要因を対象として研究が蓄積されている。前者の選好については, Oppenheimer

(1988) が, 結婚から得られる満足を構成するさまざまな要素のなかの 1 つである結婚後の

適応的社会化に
7)
かかる費用を軽減するうえで, 自分と似ているまたは補完関係にある者を配

偶者として選択することが望ましいとしている。また, Kalmijn (1998) は, 結婚は男女の長

期かつ安定的な人間関係に基づき営まれることから, 学歴や所得水準において同質的な男女

の方が消費生活の水準や時間の費やし方, 子どもの養育方針などがより似ていることで男女

間での葛藤が少なく円滑な結婚生活に資するため, 同類婚がより選好されると主張している。

後者の出会いの機会の制約に関する研究については, 各人が一定の属性を持ったグループ

間を越えて配偶者を探す場合の方が自分の属する属性のグループ内で配偶者を探す場合より

もサーチ・コストが高いという仮説を検証したものがある (Nielsen and Svarer 2009 ; Belot

and Francesconi 2013 など)。

3 使用するデータと検証すべき仮説, 推計モデル

3. 1 使用するデータ

本論文で用いるのは, 国立社会保障・人口問題研究所がほぼ 5年ごとに調査している出生

動向基本調査の夫婦票の個票データである。日本全国の妻の年齢が50歳未満の夫婦を対象と

して, 結婚, 出産, 子育てといったライフイベントのプロセスやそれらの背景に関する詳細

な全国標本調査である。有効票数は毎回約 7千～ 1万と, 夫婦に関する詳細な調査としては

国内では最大規模の調査である。本論文では, 2002年, 2005年, 2010年の 3ヵ年の調査デー

タを用いる。

本調査には, 夫と妻それぞれの生年月, 卒業学校, 収入に加え, 現時点のみならず結婚決

定時や学卒後の就労状況, 職種, 就業企業規模などの情報のほか, 結婚に至った出会いのきっ

かけに関する情報についても得られることから, 本論文の分析目的に適したデータである。

なお, 各種の所得格差指標を算出する際の収入は, 2002年を基準に GDPデフレーターを用

いて物価調整している。

実証分析では, 各年次において妻が25歳～44歳の夫婦の 3ヵ年のサンプルを使用する。基

本統計量は表 1のとおりである。
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表 1 基本統計量

変数
25�44歳の既婚女性

Obs. 平均 標準誤差 最小 最大
現在年齢 16,891 36.031 5.150 25 44
結婚年齢 16,891 26.349 3.865 16 44

出会いの機会ダミー

学校 16,891 0.108 0.291 0 1
仕事（職場） 16,891 0.255 0.430 0 1
友人・兄弟からの紹介 16,891 0.346 0.476 0 1
サークル 16,891 0.055 0.228 0 1
見合い 16,891 0.103 0.278 0 1
結婚相談所 16,891 0.009 0.097 0 1
アルバイト先 16,891 0.039 0.194 0 1
街なか 16,891 0.049 0.216 0 1
メディア 16,891 0.004 0.059 0 1
その他 16,891 0.032 0.176 0 1

学歴ダミー

中学校卒 16,891 0.038 0.232 0 1
高校卒 16,891 0.422 0.498 0 1
専修学校卒 16,891 0.138 0.323 0 1
短大・高専卒 16,891 0.244 0.417 0 1
大卒以上 16,891 0.158 0.336 0 1

結婚決定時
就業形態ダミー

正規就業 16,891 0.687 0.471 0 1
非正規就業 16,891 0.216 0.398 0 1
無業 16,891 0.097 0.291 0 1

結婚決定時
職業ダミー

農業 16,891 0.002 0.048 0 1
自営業 16,891 0.006 0.068 0 1
専門職 16,891 0.260 0.416 0 1
サービス職 16,891 0.668 0.496 0 1
現場職 16,891 0.060 0.219 0 1

結婚決定時
企業規模ダミー

1～ 9人 16,891 0.136 0.317 0 1
10～29人 16,891 0.143 0.337 0 1
30～99人 16,891 0.166 0.341 0 1
100～299人 16,891 0.170 0.334 0 1
300～999人 16,891 0.162 0.378 0 1
1,000人以上 16,891 0.218 0.216 0 1
官公庁 16,891 0.006 0.416 0 1

地方圏ダミー

北海道 16,891 0.039 0.193 0 1
東北 16,891 0.073 0.260 0 1
関東 16,891 0.311 0.462 0 1
中部北信越 16,891 0.217 0.412 0 1
関西 16,891 0.149 0.356 0 1
中国四国 16,891 0.101 0.301 0 1
九州沖縄 16,891 0.112 0.315 0 1

年次ダミー
2002年 16,891 0.351 0.477 0 1
2005年 16,891 0.305 0.461 0 1
2012年 16,891 0.344 0.475 0 1



3. 2 集計データから見えてくる男女の組み合わせの特徴

本調査では, 結婚決定時における学歴, 就業形態に関する夫婦の組み合わせが把握出来る。

それをもとに, まずは, 同類婚指数を
8)
2002年, 2005年, 2010年の 3ヵ年合計で算出する。こ

の同類婚指数から, それぞれの観点別にどのような属性の組み合わせの結びつきが強いのか

を知ることが出来る。それらを表 2に示す。

学歴については中学校卒, 高校卒, 専修学校卒, 短大・高専卒, 大卒以上に区分している

が, いずれの区分においても同類婚指数は1.4を超えており, ランダムな組み合わせである

場合よりも結びつきが強い。なかでも中卒同士, 専修学校卒同士, 大卒以上同士の組み合わ

せは指数が 2を上回っており, かなり結びつきが強いと言える。とりわけ中卒同士の指数は

6を超えており, 群を抜いて階層内結合の傾向が強い。

就業形態については正規, 非正規, 無業に区分している。正規同士はランダムな組み合わ

せの場合と発生確率はそれほど変わらないが, 非正規同士, 無業同士の組み合わせについて

は指数が 2を超えており, 結びつきが強いと言える。
9)

上記のとおり, 学歴, 就業形態に基づく同類婚の傾向が存在する。なかでも学歴, 就業形

態については, 中学校卒を筆頭に各学歴階層において, あるいは非正規就業者, 無業者にお

いて階層内結合の程度が強い。

次に, 3 ヵ年次のそれぞれの同類婚指数の推移を表 3に示す。
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表 2 2 つの観点による同類婚指数 (夫, 妻ともに25～44歳, 3 ヵ年合計)

学歴同類婚指数
妻

中卒 高卒 専修卒 短・高専卒 大卒以上

夫

中卒 6.647 1.380 0.904 0.414 0.079

高卒 1.233 1.476 0.937 0.722 0.260

専修卒 0.524 0.877 2.185 0.898 0.517

短・高専卒 0.531 0.876 0.806 1.662 0.528

大卒以上 0.137 0.494 0.794 1.320 2.090

就業形態同類婚指数
妻

正規 非正規 無業

夫

正規 1.018 0.948 0.975

非正規 0.591 2.232 1.403

無業 0.826 1.027 2.432



まず, 学歴同類婚指数については, 高校卒同士以下の指数が漸増しており, 特に中学校卒

同士の増加幅が大きい。一方, 専修学校卒以上同士の指数については概ね漸減している。そ

のことから, より低学歴同士の階層内結合が強まっていると言える。

就業形態同類婚においては, 正規同士の同類婚指数は微増しており, 非正規同士は直近の

2010年において指数が低下している。その一方で, 無業同士の同類婚指数が2010年に大幅に

上昇している。

以上のことから, 学歴, 就業形態については, より低学歴であったり無業であったりする

層において結びつきが強まっていると言える。

3. 3 集計したデータから見えてくる結婚した男女の出会いのきっかけ

同じく2002年以降の 3ヵ年のデータを用いて学歴別, 就業形態別に結婚した男女が出会っ

たきっかけごとの割合を表 4に示す。

まず学歴別に出会いの機会を見てみると, 学歴が高いほど学校での出会いの割合が顕著に

高いという特徴があることが分かる。サークル (クラブ, 習い事含む, 以下同じ) での出会

いについてもわずかながら学歴が高いほど割合が高い。反対に幼なじみ (近所含む, 以下同

じ) や街なか (旅先含む, 以下同じ) での出会いは高学歴ほど割合が小さい。

就業形態別では, 正規就業者は他の 2つの就業形態と比べて学校, 仕事 (職場), サーク

ルでの出会いの割合が多い。非正規就業者が他の 2つの就業形態よりも割合が多いのは, 友

人・兄弟, アルバイト, メディアである。無業者では見合い, 結婚相談所, 街なかでの出会
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表 3 2 つの観点による同類婚指数の推移 (夫, 妻ともに25～44歳)

学歴同類婚指数の推移 2002年 2005年 2010年

中卒×中卒 6.214 6.637 7.406

高卒×高卒 1.433 1.503 1.538

専修卒×専修卒 2.363 2.131 1.988

短・高専卒×短・高専卒 1.732 1.513 1.806

大卒以上×大卒以上 2.294 2.040 1.901

就業形態同類婚指数の推移 2002年 2005年 2010年

正規×正規 1.009 1.016 1.023

非正規×非正規 2.412 2.454 1.922

無業×無業 2.665 0.747 3.777



いの割合が他の２つの就業形態よりも多い。

国内外の先行研究および本論文で使用しているデータから求めた同類婚指数の推移より,

推計における仮説を以下に述べる。

3. 4 推計における仮説

まず, 学校は, 年齢や学歴達成が極めて似通った男女が一定期間生活をともにする場であ

ることから学歴に基づく同類婚を促進する機能を持つと予測される。

仕事 (職場) は, 日本の企業組織における呼称による人事労務管理のあり方を
10)
踏まえると

就業形態に基づく同類婚を促進する機能を持つと予測される。

見合い (上司からの紹介含む, 以下同じ) と結婚相談所は, 家柄といった出自または本人

が達成した学歴などの属性が釣り合った男女をマッチングさせると考えられることから学歴,

就業形態の 2つの側面に基づく同類婚を促進すると予測される。

友人・兄弟からの紹介とサークルでの出会いは, 必ずしも学校や職場ほどに同質的な男女

の出会いをもたらすものではないと考えられるため, 2 つの側面に基づく同類婚を抑制する

機能があると予測される反面, 友人・兄弟の交友範囲やサークル加入の条件等が実質的に階

層化され同質的な者同士のコミュニティーが形成されている場合は, 反対に２つの側面に基

づく同類婚を促進する可能性もある。そのため, 実証分析によるところが極めて大きいと思
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表 4 結婚した男女の出会いのきっかけの割合 ( 3 ヵ年合計)

学歴別
出会いのきっかけ

学校 仕事(職場) 幼なじみ サークル 友人･兄弟 見合い 結婚相談所 街なか アルバイト メディア 合計

中卒 5.38％ 28.57％ 2.78％ 2.04％ 31.35％ 8.91％ 1.48％ 9.28％ 9.46％ 0.74％ 100.00％

高卒 7.25％ 40.47％ 1.82％ 4.16％ 27.09％ 9.13％ 0.70％ 5.44％ 3.57％ 0.36％ 100.00％

専修卒 10.45％ 29.84％ 1.69％ 5.82％ 30.10％ 8.54％ 1.07％ 6.80％ 5.51％ 0.18％ 100.00％

短・高専卒 8.57％ 35.06％ 1.93％ 5.84％ 27.27％ 11.38％ 1.00％ 4.79％ 3.83％ 0.33％ 100.00％

大卒以上 21.70％ 32.71％ 1.09％ 8.09％ 17.27％ 10.58％ 1.52％ 2.57％ 4.01％ 0.47％ 100.00％

合計 10.25％ 36.03％ 1.75％ 5.36％ 26.14％ 9.82％ 0.98％ 5.14％ 4.17％ 0.36％ 100.00％

就業形態別
出会いのきっかけ

学校 仕事(職場) 幼なじみ サークル 友人･兄弟 見合い 結婚相談所 街なか アルバイト メディア 合計

正規 10.19％ 37.21％ 1.45％ 6.05％ 25.70％ 9.84％ 0.88％ 4.56％ 3.32％ 0.82％ 100.00％

非正規 8.51％ 34.14％ 1.90％ 4.58％ 27.72％ 7.96％ 1.10％ 6.13％ 6.51％ 1.45％ 100.00％

無業 10.94％ 28.98％ 2.91％ 5.54％ 24.86％ 12.50％ 1.14％ 7.17％ 4.62％ 1.35％ 100.00％

合計 9.93％ 35.87％ 1.67％ 5.71％ 26.02％ 9.71％ 0.94％ 5.10％ 4.06％ 0.99％ 100.00％



われる。

メディアによる出会いについても 2つの側面に基づく同類婚を抑制する機能があると予測

される反面, 海外の先行研究の結果では学歴同類婚の傾向が見られることから, 極めて実証

分析によるところが大きい。アルバイトでの出会いは非正規就業ということもあり, 就業形

態に基づく同類婚, つまり非正規就業同士の男女の結婚が促進されると予測される。

3. 5 推計モデル

上記の仮説を検証するため, 2 つの側面に基づく同類婚, 上方婚, 下方婚が起こるか否か

を被説明変数とする限界効果プロビットモデルによる推計をそれぞれについて行う。推計式

は以下のとおりである。

��
���������������������	���
�����

����� �� ��
����� ����� 
	�������

ただし, ���は�地方に住む女性�を表している。推計式ごとに 3 つの側面に基づく同類

婚, 上方婚, 下方婚がそれぞれ起これば 1を, 起こらなければ 0をとる。

���は結婚した女性�が配偶者と出会った場 (結婚市場) のダミー変数であり, ���は女性

の学歴, 結婚を意思決定した時点での就業形態, 職業, 企業規模, 現在年齢, 結婚年齢といっ

た属性に関する変数, �	は調査年	, 
�は地方�, ���は誤差項である。

4 推計結果と考察

4. 1 学歴に基づく同類婚等

学歴に基づく同類婚, 上方婚, 下方婚に関する推計結果を表 5に示す。

4. 1. 1 学歴に基づく同類婚

最も注目する変数である出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとした

ときに学校での出会いが 1％の有意水準をもって学歴同類婚を促進させている。また友人・

兄弟からの紹介も限界効果は学校での出会いと比べて小さく有意水準が10％水準ながらも学

歴同類婚を促進させている。反対にアルバイト先での出会いは学歴同類婚を抑制する働きが

ある。学歴別では中学校卒をレファレンスグループとしたときに大学卒は 1％水準で有意に

学歴同類婚が多くなっており, その次に高校卒も 1％水準で有意に学歴同類婚が多くなって

いる。反対に短大・高専卒, 専修学校卒は学歴同類婚が少ない。就業形態では, 結婚決定時

に無業者をレファレンスグループとしたときに正規就業者は10％水準で学歴同類婚が多くなっ

ている。職業では農業をレファレンスグループとしたときに自営業とサービス業で有意に学

歴同類婚が少ない。企業の従業員規模では1～ 9人をレファレンスグループとしたときに30～
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99人の規模の場合に 5％水準で有意に学歴同類婚が多い。反対に1,000人以上の大企業の場

合に 5％水準で学歴同類婚が少ない。また女性の結婚年齢が高いほど 1％水準で有意に学歴

同類婚が少ない。
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表 5 学歴に基づく同類婚等に関する推計結果

上記以外の説明変数：地方圏ダミー, 年次ダミー
���, ��, �はそれぞれ 1％, 5 ％, 10％水準で統計的に有意であることを表す。

被説明変数：女性にとっての学歴に着目した結婚形態

学歴同類婚 限界効果 学歴上方婚 限界効果 学歴下方婚 限界効果

説明変数 係数 標準誤差 有意水準 係数 標準誤差 有意水準 係数 標準誤差 有意水準

出会いの機会
(ref : 街なか)

学校 0.231 0.019 ��� �0.019 0.026 �0.123 0.012 ���

仕事(職場) 0.023 0.024 0.103 0.022 ��� �0.099 0.013 ���

幼なじみ �0.025 0.049 0.027 0.044 �0.011 0.040

サークル 0.015 0.031 0.133 0.033 ��� �0.095 0.016 ���

友人・兄弟の紹介 0.037 0.022 � �0.015 0.016 �0.018 0.015

見合い 0.024 0.030 0.163 0.032 ��� �0.116 0.012 ���

結婚相談所 �0.011 0.051 0.109 0.051 �� �0.071 0.025 ��

アルバイト先 �0.069 0.027 �� 0.142 0.040 ��� �0.051 0.024 �

メディア �0.108 0.068 0.157 0.079 �� �0.037 0.057

その他 �0.018 0.040 0.036 0.028 �0.011 0.022

女性年齢 0.001 0.001 0.001 0.001 �0.002 0.001 ��

女性結婚年齢 �0.007 0.002 ��� 0.011 0.002 ��� �0.003 0.002 ��

学歴
(ref : 中学卒)

高校卒 0.206 0.034 ��� �0.350 0.034 ��� 0.979 0.006 ���

専修学校卒 �0.172 0.025 ��� �0.323 0.023 ��� 0.971 0.002 ���

短大・高専卒 �0.363 0.023 ��� �0.202 0.037 ��� 0.995 0.001 ���

大卒以上 0.444 0.026 ��� omitted 0.963 0.002 ���

就業形態
(ref : 無業)

正規就業 0.063 0.036 � �0.052 0.049 �0.004 0.027

非正規就業 0.052 0.040 �0.086 0.049 � 0.039 0.029

職業
(ref : 農業)

自営業 �0.220 0.071 �� 0.126 0.102 0.086 0.090

専門職 �0.054 0.037 0.065 0.045 �0.007 0.024

サービス職 �0.078 0.042 � 0.075 0.045 �0.006 0.027

現場職 0.027 0.044 �0.096 0.042 �� 0.061 0.043

従業員規模
(ref : 1�9 人)

10�29人 0.014 0.016 �0.039 0.017 �� 0.019 0.013

30�99人 0.043 0.019 �� �0.031 0.016 � �0.010 0.014

100�299人 �0.011 0.017 0.039 0.016 �� �0.020 0.012

300�999人 0.007 0.014 0.076 0.020 ��� �0.060 0.014 ���

1,000人以上 �0.034 0.017 �� 0.150 0.018 ��� �0.082 0.014 ���

官公庁 0.004 0.026 0.158 0.033 ��� �0.082 0.013 ���

number of observation 10,522 8,746 10,054



4. 1. 2 学歴に基づく上方婚

出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとしたときに見合い, メディア,

アルバイト先, サークル, 結婚相談所, 仕事 (職場) の順で 1％ないし 5％水準で有意に学

歴上方婚を促進している。就業形態では, 結婚決定時に無業者をレファレンスグループとし

たときに非正規就業者は10％水準ではあるが有意に上方婚が少ない。職業では農業をレファ

レンスグループとしたときに現場職は有意に上方婚が少ない。企業規模では1～ 9人をレファ

レンスグループとしたときに, 99人以下の規模は上方婚の確率が有意に低く, 100人以上に

なると企業規模が大きくなるほど上方婚の確率が有意に高い。また, 女性の結婚年齢が高い

ほど上方婚が多い。

4. 1. 3 学歴に基づく下方婚

出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとしたときに学校, 見合い, サー

クル, 結婚相談所, アルバイト先の順で有意に下方婚が抑制されている。就業形態では, 結

婚決定時に無業者をレファレンスグループとしたとき正規, 非正規とも有意な違いは見られ

なかった。職業についてもレファレンスグループである農業と有意な違いは見られなかった。

企業規模では 1～ 9 人をレファレンスグループとしたときに, 300人以上の規模において,

企業規模が大きければ大きいほど下方婚の確率が低い。また, 女性の本人年齢, 結婚年齢が

高いほど下方婚の確率が低い。

4. 2 就業形態に基づく同類婚等

就業形態に基づく同類婚, 上方婚, 下方婚に関する推計結果を表 6に示す。

4. 2. 1 就業形態に基づく同類婚

出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとしたときに仕事 (職場) とサー

クルが 5％水準で有意に就業形態に基づく同類婚を促進している。就業形態は無業をレファ

レンスグループとしたときに正規, 非正規がそれぞれ 1％水準で就業形態に基づく同類婚を

促進している。特に正規就業の限界効果が大きい。職業では有意なものはなく, 企業規模で

は 1～ 9人をレファレンスグループとしたときに, 300～999人という比較的大規模な企業に

おいて就業形態に基づく同類婚を促進している。また, 女性の本人年齢が高いほど有意に就

業形態に基づく同類婚である確率は高くなるが, 反対に結婚年齢が高いほど就業形態に基づ

く同類婚である確率は低い。
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4. 2. 2 就業形態に基づく上方婚

出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとしたときに学校とサークルは

就業形態に基づく上方婚を有意に抑制する一方, 見合いは就業形態に基づく上方婚を有意に

促進している。学歴は中学校卒をレファレンスグループとしたときに大卒を除き, より学歴
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表 6 就業形態に基づく同類婚等に関する推計結果

上記以外の説明変数：地方圏ダミー, 年次ダミー
���, ��, �はそれぞれ 1％, 5 ％, 10％水準で統計的に有意であることを表す。

被説明変数：女性にとっての就業形態に着目した結婚形態

就業形態同類婚 限界効果 就業形態上方婚 限界効果 就業形態下方婚 限界効果

説明変数 係数 標準誤差 有意水準 係数 標準誤差 有意水準 係数 標準誤差 有意水準

出会いの機会
(ref : 街なか)

学校 0.025 0.026 �0.064 0.034 �� 0.002 0.003

仕事(職場) 0.039 0.018 �� 0.004 0.018 �0.005 0.002 ��

幼なじみ 0.013 0.046 �0.027 0.037 0.003 0.005

サークル 0.049 0.022 �� �0.053 0.025 �� �0.001 0.002

友人・兄弟の紹介 �0.008 0.019 0.015 0.014 �0.001 0.002

見合い �0.001 0.025 0.059 0.010 ��� �0.005 0.002 �

結婚相談所 0.025 0.040 0.052 0.023 �0.006 0.002 �

アルバイト先 0.029 0.031 �0.033 0.030 0.002 0.003

メディア �0.021 0.090 0.022 0.040 0.001 0.003

その他 0.005 0.030 0.008 0.021 �2E�04 0.003

女性年齢 0.003 0.001 ��� 0.003 0.001 ��� �0.0007 0.0001 ���

女性結婚年齢 �0.004 0.002 � �1E�04 0.001 0.0004 0.0002 ��

学歴
(ref : 中学卒)

高校卒 �0.075 0.029 ��� 0.033 0.013 �� �0.002 0.003

専修学校卒 �0.096 0.034 ��� 0.024 0.011 � �1E�04 0.003

短大・高専卒 �0.093 0.031 ��� 0.064 0.013 ��� �0.004 0.002

大卒以上 �0.103 0.032 ��� 0.024 0.014 0.001 0.003

就業形態
(ref : 無業)

正規就業 0.930 0.016 ��� omitted 0.179 0.027 ���

非正規就業 0.119 0.037 ��� �0.085 0.018 ��� 0.845 0.070 ���

職業
(ref 農業):

自営業 �0.026 0.125 0.022 0.059 �0.003 0.006

専門職 �0.030 0.056 0.034 0.022 0.002 0.003

サービス職 �0.021 0.051 0.033 0.030 0.002 0.003

現場職 0.025 0.052 �0.026 0.037 0.001 0.004

従業員規模
(ref : 1�9 人)

10�29人 0.014 0.031 �0.009 0.021 �0.001 0.002

30�99人 0.001 0.027 0.0003 0.018 �0.001 0.002

100�299人 �0.001 0.025 �0.001 0.018 0.0002 0.002

300�999人 0.030 0.013 �� 0.017 0.015 �0.004 0.001 ���

1,000人以上 0.014 0.023 0.021 0.016 �0.002 0.002

官公庁 0.025 0.027 0.021 0.019 �0.004 0.002 ��

number of observation 10,018 3,072 10,018



が高いほど就業形態に基づく上方婚が多い。就業形態は無業をレファレンスグループとした

ときに非正規就業者は有意に就業形態に基づく上方婚が少ない。職業, 企業規模については

有意なものはなかった。また, 女性の本人年齢が高いほど限界効果は極めて小さいが有意に

就業形態に基づく上方婚が多い。

4. 2. 3 就業形態に基づく下方婚

出会いの機会については, 街なかをレファレンスグループとしたときに, 限界効果は小さ

いながらも仕事 (職場), 見合い, 結婚相談所が就業形態に基づく下方婚を有意に抑制して

いる。学歴, 職業については有意なものはなかった。就業形態は無業をレファレンスグルー

プとしたときに正規, 非正規ともに就業形態に基づく下方婚が有意に多い。企業規模では

1～ 9人をレファレンスグループとしたときに, 300～999人と官公庁において就業形態に基

づく下方婚が有意に少ない。また, 女性の本人年齢が高いほど就業形態に基づく下方婚が有

意に少ない一方, 結婚年齢が高いほど就業形態に基づく下方婚が有意に多い。

4. 3 考察

以上のように, 学歴に基づく同類婚については, 学校での出会いがそれを促進しており仮

説と整合的な結果を得た。特に大学卒以上で同類婚の発生確率が高く, 先行研究と整合的な

結果となった。また友人・兄弟からの紹介も学歴に基づく同類婚を促進していた。このこと

より, 友人・兄弟の交友範囲は学歴に関して同質的な者同士のコミュニティーが形成されて

いることが背景にあると推察される。さらに正規就業者にも学歴に基づく同類婚が多いとい

う結果を得た。企業の従業員規模では1,000人以上の大企業において学歴に基づく同類婚は

少なくむしろ女性にとっての上方婚が多い。仕事 (職場), 見合い, メディアを通じた出会

いは学歴に基づく同類婚ではなく上方婚を促進しており, 仮説とは異なる結果となったこと

から, これらの出会いを通じて結婚にまで至った女性の多くは社会経済的な属性について自

分より高い条件の男性を選好していた可能性がある。

就業形態に基づく同類婚については, 仕事 (職場) を通じた出会いがそれを促進しており,

仮説と整合的な結果を得た。また, 正規, 非正規ともに就業形態に基づく同類婚を促進して

おり, 仮説と整合的な結果を得た。学歴では大卒を除き学歴が高いほど就業形態に基づく上

方婚が多い。このことは学歴が高いほど正規就業している男性と出会う確率が高くなるため

だと解釈できる。大卒がそうなっていないのは, 大卒女性については自分と同じ就業形態の

男性に対する選好が強く働いていることが示唆される。
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5 ま と め

結婚における配偶者選択は男女の社会経済的な階層の結合ないし移動を意味しており, 男

女の組み合わせのパターンに学歴や所得などの社会経済的な属性に関して同質的な者同士が

結婚する傾向がある場合, 社会経済的な階層の分化が進む可能性が指摘されている。そのた

め, 配偶者選択問題は従来から経済学や社会学などの社会科学においては極めて重要なテー

マである。

実際, 配偶者選択に至るきっかけとなる学校, 職場, 友人からの紹介などのさまざまな出

会いの機会に着目し, それらの出会いの機会の趨勢の変化が未婚化の進展や同類婚を促進し

ているか否かなどの結婚行動を通じた階層分化に与える影響について検証した研究が国内外

で蓄積されている。しかしながら, 国内においては, どちらかというと出会いの機会の趨勢

的な変化と未婚化との関係に着目した研究が主流であった。

そこで, 本論文は配偶者選択に至るきっかけとなる学校, 職場, 友人の紹介などのさまざ

まな出会いの機会が女性の配偶者選択にどのような機能を持っているのかについて実証的に

検証した。具体的には, 学歴, 就業形態という 2つの視点から同類婚, 上方婚, 下方婚を定

義したうえで, それらのいずれを促進または抑制する効果を持っているのかについて, 出生

動向基本調査の個票データを用いてプロビットモデルによる推計を行った。

その結果, 学校での出会い, とりわけ大学以上での出会いが有意に学歴同類婚を促進して

おり仮説および国内外の先行研究と整合的な結果を得た。また, 正規就業, 非正規就業とも

に就業形態に基づく同類婚が有意に促進されていることも分かった。つまり, 正規就業同士

あるいは非正規就業同士の男女が結婚する傾向がある。日本では, 学卒後, 一旦非正規で就

業すると正規就業に移ることが困難であり (玄田 1997；太田・玄田 2007；太田他 2007 な

ど), また, 非正規就業は正規就業と比較して所得が低いだけではなく, 所得分散, 失業確

率も 3 倍高いと言われている (阪口 2011；阿部 2013)。若年者が非正規就業する理由に関

する研究では本人の就業形態に対する選好のほか, 学卒時の景気動向に伴う正規就業の採用

枠の減少やミスマッチなどの非自発的な就業がその理由として取り上げられており (玄田

2008；山本 2011 など), 非正規就業とその後の所得動向や結婚行動の生活実態にも関心が

寄せられている
11)
(永瀬 2002；酒井・樋口 2005；太田 2007)。さらに就業形態に基づく同類

婚指数の推移からは無業同士の男女が結婚する傾向が強まっていることが見てとれる。

これらのことを総合的に解釈すると, 従来の学歴同類婚はやや縮小傾向にあるとはいうも

のの, さまざまな出会いの機会を通じて就業形態というかたちを変えた社会経済的な属性が

似通った同類婚が根強く存続していると言えるのではないだろうか。そのことが, 家計間の

階層分化, さらには子どもの貧困を含めた家計間所得格差の世代間移転につながりかねない
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可能性もはらんでいる。

ただし, 本論文ではデータの制約から, 海外の先行研究 (Nielsen and Svarer 2009) のよ

うに, これらの配偶者選択の規定要因を直接的に選好と出会いの機会の制約に求めてそれら

の効果を定量的に検証していない。そのため, 政策的にどのような介入の余地があるのかに

ついては, データの整備も含め, 今後の課題としたい。

注

＊ 本研究は, JSPS科研費 15K03513の助成を受けたものである。また, 本論文の作成にあたり神

戸大学大学院経済学研究科の勇上和史准教授から有益なご助言をいただいた。さらには, 国立社

会保障・人口問題研究所から『出生動向基本調査 (夫婦票)』の個票データの提供を受け筆者が

独自に作成・加工した統計により分析を行った。

�� Shoichi Sasaki, 神戸大学大学院経済学研究科研究員, Research Fellow, Graduate School of Eco-

nomics, Kobe University, E-mail: shoichi_sasaki@people.kobe-u.ac.jp

1）実際, 学歴や所得が同じまたは似ている男女が結婚する同類婚の傾向が強まることは, 家計間

の所得格差などの社会経済的な格差の拡大や階層分化, さらにはそれらに起因して世代間の稼得

能力が移転することで格差が固定化しているということを実証的に明らかにした研究が蓄積され

ている。家計間の所得格差や階層分化との関係について実証的に明らかにした研究には,

Sweeney and Cancian (2004); Schwartz (2010); Torche (2010) などがある。また, 結婚における

男女の組み合わせのパターン, とりわけ世界的に共通して多く見られる学歴が同じ男女が結婚す

る同類婚の発生メカニズムに関する理論的 (Becker 1974) および実証的な研究やその趨勢に関

する研究が国内外で蓄積されてきた(Oppenheimer 1988 ; Mare 1991 ; Francesconi 1995 ; Blossfeld

and Timm 2003 ; Schwartz and Mare 2005 ; 三輪 2007；国立社会保障・人口問題研究所 2017など)。

2）また,世代間移転による所得格差の固定化について実証的に明らかにした研究には,���������

and Rogerson (2001); 	
���
����������(����)����������(2002); ���������et al. (2005);

Ermish et al. (2006) などがある。反対に結婚による階層分化が進んでも所得と教育の分布には

ほとんど影響しないとする研究には Kremer (1997) がある。

3）出会い方は人的なつながりやネットワークに, また, 一方の出会いの場は一定範囲の物理的な

場所や空間に着目した概念と言える。両者は相互に密接に関連しているが, 欧米では後者に着目

した研究が多い。

4）岩澤 (2013)は, 出会いの機会の形態の変化に伴い男女の組み合わせ方が変化したこともさる

ことながら, 未婚率の上昇に影響を及ぼしていると主張している。

5）国立社会保障・人口問題研究所(2017)によると, 女性が結婚相手に求める条件としては, 経

済力93.3％, 職業88.5％, 学歴54.7％と, 経済社会的な属性を重視ないし考慮するとしており過

去の調査と比較しても安定的に推移している。

6）海外の研究では Ultee et al. (1988) がカナダ, オランダ, 米国において就業者同士, 無業者同

士の男女がカップルになりやすい傾向にあり, その背景として学歴や年齢が近いことが関係して

いることを検証している。

7）適応的社会化とは結婚前に知ることができなかったことについて調和を取ることである。
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8）同類婚指数とは, 属性の組み合わせがランダムに行われると仮定した場合の期待件数に対する

実際の組み合わせの件数の比率のことであり, 各組み合わせにどの程度の選好性あるいは忌避性

があるかを知ることができる (厚生省人口問題研究所 1988；脇坂 1989)。数値が 1 よりも大き

いほど当該組み合わせの結びつきが強いことを意味している。

9）結婚した男女について学卒当時まで遡った就業形態の組み合わせから同類婚指数を算出すると

正規：1.032, 非正規：2.521, 無業：6.053となり, 非正規と無業については結婚決定時の組み合

わせから算出した同類婚指数よりも高い値を示していることから, 就業形態とそれに相関する観

察されない属性に対する強い選好が配偶者選択に影響を与えていると推察される。

10）日本の企業は呼称に応じて能力開発や賃金プロファイル決定等の人事労務管理を行っていると

する先行研究が多い (川口他 2011；Kambayashi and Kato 2012 ; 神林 2013)。

11）本論文では扱わないが, 非正規就業者, 無業者は正規就業者と比べて晩婚化あるいは非婚化の

傾向がより強いということも重要なテーマである。
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